
 平成３０年度第２回平塚市国民健康保険運営協議会 

次  第 

 

日 時  平成３０年１１月１５日（木）  

                                  午後２時００分～午後４時  

場 所  平塚市役所本館３階 ３０２会議室 

 

１ 開 会 
 
２ 議 題 
 
（１） 仮係数に基づく平成３１年度の納付金・標準保険税率の説明 
 
 
（２） その他 
 
 
３ 閉 会 



議題（１） ① 
 

仮係数に基づく平成３1年度の納付金・標準保険税率 

 

平成３１年度平塚市国民健康保険特別会計当初予算編成の基礎の一つとなる、仮

係数に基づいた納付金・標準保険税率が示されました。 

 

今後の対応 

 仮係数に基づいた納付金・標準保険税率を基に、消費税の引き上げの影響を考慮

しつつ、保険税率などを決定し、平成３１年度平塚市国民健康保険特別会計当初予

算案を編成します。 

平成３２年１月に県から示される、本係数に基づく納付金・標準保険税率が仮係数

に基づいた内容と同等か下回る場合は、当初予算案はそのまま２月議会に上程し、差

分については、その後の補正予算で調整します。大きく上回る場合は、当初予算案の

再編成を検討します。 

いずれの場合も、次回の国民健康保険運営協議会で当初予算案を説明し、保険

税率については諮問します。 

 

納付金 

納付金は、医療費水準や所得水準を考慮して決められます。市町村ごとの国保

事業費納付金を都道府県が決定し、各市町村は都道府県に納付します。都道府県

は、国民健康保険財政の「入り」を管理できます。 

市国民健康保険特別会計当初予算案では、歳出の国民健康保険納付金として、

提示された額を計上します。 

 

標準保険税率 

都道府県が市町村ごとの標準保険税率を示すことにより、標準的な住民負担の見

える化が図られ、将来的に保険税負担の平準化が進められます。 

  平塚市では、この標準保険税率を参考に、平成３１年度の保険税率を決定します。 

 

  



議題（１） ① 
 

納付金の計算の流れ 

1 納付金算定基礎額  県単位で総額を確定 

保険給付費（各市町村国保の保険給付費の合計）・後期高齢者支援金・介護納付金 

－国・県などから受け取る市町村への交付金など（前期高齢者交付金など）を減額 

＋県などに支払う納付金などを増額 

  医療分・後期分・介護分の納付金算定基礎額が決まる 

 

2 納付金基礎額  市町村の被保険者数・世帯数・所得総額に応じて案分する 

全国の平均所得に対する神奈川県全体の平均所得の比率をβとする 

医療分・後期分・介護分の納付金算定基礎額 

×平塚市国保の年齢調整後の医療費指数（医療分だけ。過去 3 年間の医療費を全国平均と比較

して算出） 

×(（県内の被保険者数・世帯数のうち、平塚市の被保険者・世帯数の割合） 

＋β・（県内総所得のうち、平塚市の所得の割合））/１＋β 

＝平塚市の納付金基礎額 

 

3 国保事業費納付金  各市町村の財政事情に応じて調整 

 納付金基礎額 

＋各市町村の財政事情などによる返済分などを増額 

 

4 退職被保険者等分の納付金を追加 

 市町村の確定納付金が決まる 

 

  



議題（1）-②

仮係数に基づいた国保事業費納付金の比較

1 前年度仮係数（≒現年度当初予算）との比較
種類 単位 31 30 前年差 前年比

総額 円 7,717,023,389 7,607,032,818 109,990,571 1.45%
医療分 円 5,386,887,204 5,191,467,632 195,419,572 3.76%
一般分 円 5,385,171,744 5,169,383,170 215,788,574 4.17%
退職分 円 1,715,460 22,084,462 -20,369,002 -92.23%

後期分 円 1,662,705,583 1,750,384,815 -87,679,232 -5.01%
一般分 円 1,662,076,420 1,745,494,533 -83,418,113 -4.78%
退職分 円 629,163 4,890,282 -4,261,119 -87.13%

介護分 円 667,430,602 665,180,371 2,250,231 0.34%
介護分は一般分と退職分の合算

2　前年度本係数（≒現年度9月補正予算）との比較
種類 単位 31 30 前年差 前年比

総額 円 7,717,023,389 7,569,283,545 147,739,844 1.95%
医療分 円 5,386,887,204 5,132,757,931 254,129,273 4.95%
一般分 円 5,385,171,744 5,110,673,469 274,498,275 5.37%
退職分 円 1,715,460 22,084,462 -20,369,002 -92.23%

後期分 円 1,662,705,583 1,781,633,798 -118,928,215 -6.68%
一般分 円 1,662,076,420 1,776,743,516 -114,667,096 -6.45%
退職分 円 629,163 4,890,282 -4,261,119 -87.13%

介護分 円 667,430,602 654,891,816 12,538,786 1.91%

参考

前年度の仮係数と本係数の差
種類 単位 本係数 仮係数 前年差 前年比

総額 円 7,569,283,545 7,607,032,818 -37,749,273 -0.50%
医療分 円 5,132,757,931 5,191,467,632 -58,709,701 -1.13%
一般分 円 5,110,673,469 5,169,383,170 -58,709,701 -1.14%
退職分 円 22,084,462 22,084,462 0 0.00%

後期分 円 1,781,633,798 1,750,384,815 31,248,983 1.79%
一般分 円 1,776,743,516 1,745,494,533 31,248,983 1.79%
退職分 円 4,890,282 4,890,282 0 0.00%

介護分 円 654,891,816 665,180,371 -10,288,555 -1.55%

消費税関係
仮係数では、消費税の影響は含まれていない。
本係数で、消費税の影響が含まれる見込み。

平成26年度引上げ時（5％→8％）の対応
＋1.36%の診療報酬改定を実施
＋0.63%の介護報酬改定を実施
　　＋3％の消費税引上げに対して改定を実施（平成31年度は＋2％）
　　4月施行であったため3月‐2月診療分（1年分）に対して改定（31年度は10月施行）



議題(1)-③

医療分 後期支援分 介護分 被保数 医療分 後期支援分 介護分 医療分 後期支援分 介護分 被保数
4,387,297 1,518,140 589,263 56,915 人 201,992 -86,128 -3,244 4,185,305 1,604,268 592,507 61,202 人

医療分 後期支援分 介護分 所得総額 医療分 後期支援分 介護分 所得総額
89.64% 89.64% 89.64% 39,870 百万円 被保数 単位 所得総額 単位 89.05% 89.05% 89.05% 40,799 百万円

-4,287 人 -929 百万円

応能割 応益割 均等割 平等割 応能割 応益割 均等割 平等割
53 47 32.2 14.8 52 48 32.16 15.84

68.5% 31.5% 67.00% 33.00%

（参考）30年度現在値 所得割税率
均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

（参考）30年度現在値 所得割税率
均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

基礎課税額 5.79% 24,010円 19,450円 43,460円 基礎課税額 5.79% 24,010円 19,450円 43,460円
後期課税額 2.08% 9,080円 7,360円 16,440円 後期課税額 2.08% 9,080円 7,360円 16,440円
介護納付金課税額 2.11% 11,550円 6,170円 17,720円 介護納付金課税額 2.11% 11,550円 6,170円 17,720円

9.98% 44,640円 32,980円 77,620円 9.98% 44,640円 32,980円 77,620円

所得割税率 均等割額 平等割額
基礎課税額 6.51% 27,690円 20,876円 48,566円 0.52% 2,993 864 3,857円 基礎課税額 5.99% 24,697円 20,012円 44,709円
後期課税額 2.28% 9,582円 7,224円 16,806円 0.11% 115 -447 -332円 後期課税額 2.17% 9,467円 7,671円 17,138円
介護納付金課税額 2.32% 12,019円 5,925円 17,944円 0.25% 702 -127 575円 介護納付金課税額 2.07% 11,317円 6,052円 17,369円

11.11% 49,291円 34,025円 83,316円 0.88% 3,810円 290円 4,100円 10.23% 45,481円 33,735円 79,216円

現在値との差
所得割税率

均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

現在値との差
所得割税率

均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

基礎課税額 0.72% 3,680円 1,426円 5,106円 基礎課税額 0.20% 687円 562円 1,249円
後期課税額 0.20% 502円 -136円 366円 後期課税額 0.09% 387円 311円 698円
介護納付金課税額 0.21% 469円 -245円 224円 介護納付金課税額 -0.04% -233円 -118円 -351円 

1.13% 4,651円 1,045円 5,696円 0.25% 841円 755円 1,596円

31年度標準保険料率と30年度標準保険料率の差異

平成31年度 標準保険料率（市町村算定方式）（仮係数） 平成30年度 標準保険料率（市町村算定方式）（仮係数）

必要な保険料総額の差異（H31 - H30）

必要な保険料総額
(単位：千円)

単位：千円
必要な保険料総額
(単位：千円)

標準収納率
被保数・所得総額の差異（H31 - H30）

標準収納率

賦課割合 賦課割合

所得割税率
均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

平成31年度
標準保険料率

所得割税率
均等割額
(被保数割)

平等割額
(世帯数割)

【31年度標準保険料率－30年度標準保険料率】 平成30年度
標準保険料率


